
総務部
総務課

単位 H28年度 H29年度 H30年度

災害時庁舎機能維持事業 食 0 0 15,300

その他
実績等

暴力団排除条例関係事務事業 件 0 0 0

回 1 1 0

回 1 1 0

その他
実績等

庁舎防犯カメラ設置事業 台 12 12 12

その他
実績等

庁舎屋上緑化事業 ㎡ 157 157 157

℃ 1.0 0.7 0.7

℃ 2.7 0.7 0.7

その他
実績等

庁舎へのLED導入事業 ％ 68.2 77.3 77.3

その他
実績等

2

警察からの情報提供

暴力団等による不当な行為その他暴力団等を
利する行為を防止し、社会全体で暴力団等の
排除を推進し、もって市民生活の安全と平穏
を確保するとともに、社会経済活動の健全な
発展に寄与することを目的とする。
・不当要求者に対し、【市庁舎からの退去命
令に関する事務要領】に基づき、適正な運用
を図る。
・各課の苦情対応について、特に「退去命令
の対象となる者」に対する窓口業務の円滑化
を図る。

行政対象暴力対策連絡協議会・講習会の開催

さすまた講習会の開催

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

1

備蓄非常食の更新

大規模災害時、庁舎が使用不能となり屋外に
災害対策本部を設置した場合等災害対策活動
に必要となる電源設備等を整備する。
（茨木市業務継続計画【地震災害編】）
[第６章業務継続における現状の課題と対策]

4

緑化面積

ヒートアイランド対策の一環として、庁舎屋
上の緑化による屋根焼け防止をすることで、
空調効率を高め、省エネルギー化を推進し、
温室効果ガス排出のより一層の削減を図る。

断熱効果（夏期）

保温効果（冬期）

3

防犯カメラの設置台数

防犯カメラは、不特定多数が利用する庁舎に
おいて、犯罪等を未然に防ぐ抑止効果が期待
できる。また、万が一犯罪が発生した場合の
証拠資料として活用可能となることから、玄
関口やスロープ12箇所に設置し、情報等につ
いて、適正に管理する。

5

本庁舎業務完了割合

庁舎の省エネルギー化を推進するため、年次
的にLED照明設備等を導入する。

3



総務部
総務課

単位 H28年度 H29年度 H30年度

エコカー等導入促進事業 件 11,803 10,539 10,990

その他
実績等

電力入札導入事業 施設 72 68 81

施設 139 139 139

設備 46 46 45

その他
実績等

庁舎内行政財産の目的外使用許可事務 件 26 27 27

千円 11,317 12,001 11,748

その他
実績等

ガス入札導入事業 施設 0 98 100

その他
実績等

庁議運営事業 回 58 53 52

その他
実績等

光熱水費、通信運搬費管理事業 枚 229 245 261

その他
実績等

6

公用車・軽自動車・単車配車件数

業務の迅速かつ機動的な活動を援助するた
め、公用車（軽自動車、単車、自転車）を配
置しているが、低公害車・電動自転車を効率
的に配車することで、ガソリン等の燃料使用
量を減らすとともに省エネルギーの実践に努
め、低炭素なまちづくりの実現に貢献する。

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

8

許可件数

総務課が所管する行政財産への目的外使用許
可申請を受け、使用の妥当性を考慮したうえ
で使用許可を行う。また、その使用料を徴収
する。

自動販売機設置使用料

7

電気需給対象施設数【高圧】

安価な電力調達による経費削減を図るため、
電力入札を実施する。
【電気需給】高圧：72施設　低圧：139施
設・46設備

電気需給対象施設数【低圧】

電気需給対象施設数【低圧】

10

庁議開催回数

市政の基本方針、重要施策等を審議、策定す
るとともに、各部局、機関相互の総合調整を
図るために、週１回特別職・部長級以上で庁
議を開催する。

9

ガス供給対象施設数

安価なガス調達による経費削減を図るため、
ガス入札を実施する。
【ガス供給】庁舎本館を含む98施設

11

支出伝票枚数

共通経費である庁舎の光熱水費、通信運搬費
の適正な管理・支払い業務を行う。

4



総務部
総務課

単位 H28年度 H29年度 H30年度

庁舎消防計画・防火（避難）訓練事業 回 2 2 2

回 3 3 3

その他
実績等

庁舎等管理事業 件 9 10 10

件 3 3 3

その他
実績等

庁舎の保守管理（修繕・営繕・維持・設備等）事業 件 50 42 91

その他
実績等

文書管理事務事業 件 2,156,006 2,153,476 2,164,417

件 6,247 6,268 6,416

件 19,540 21,001 24,233

その他
実績等

基幹統計調査事業 回 1 3 2

件 9,265 23,306 22,835

人 101 88 138

その他
実績等

統計調査員確保･研修事業 人 408 408 359

人 37 34 29

回 2 1 1

その他
実績等

12

避難等訓練実施回数

火災・地震等の災害時に来庁者及び職員の安
全を確保することができる体制を作るため、
庁舎に勤務する職員が参加して、避難・通
報・消火等の訓練を実施する。

自衛消防隊訓練

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

14

修繕件数

庁舎の利用に支障が出ないよう、日々の点検
等により、庁舎設備等の不備を修繕する。

13

契約締結件数

円滑な庁舎管理業務を目的として、庁舎管理
業務における各専門業者と業務委託契約を締
結し、保守等の業務を行う。

長期継続契約

大阪北部地震及び台風等の自然災害に伴う庁舎の修繕の対応
により、金額及び件数が約倍増した。

16

調査実施回数

国、地方公共団体の施策展開の基礎資料や、
民間企業・大学等の研究機関への提供情報と
なる正確な統計データを得るため、国の委託
を受け、市経由の統計調査を行う。

延べ調査対象数

延べ調査員数

15

発送郵便物件数

市の文書を適正に管理するため、公印の管
理、複合機及び印刷機の管理、文書及び郵便
物の受領や発送、庁内の文書の管理及び審
査、統合型文書管理システムの保守・運用等
を行う。

発送府庁便件数

収受書留件数

17

登録調査員数

調査員の選任を困難なく行えるようにするた
め、登録希望者を募り、できるだけ多くの調
査員を確保する。また、調査員の資質向上を
図るため、登録調査員に対する研修を行う。
さらに、各調査員の調査経歴を管理し、各種
表彰等の推薦を行う。

統計調査研究会会員数

研修実施回数

5



総務部
総務課

単位 H28年度 H29年度 H30年度

統計情報提供事業 回 14 14 14

回 1 1 1

その他
実績等

18

ホームページの更新

市民・事業者・関係課が必要とする統計情報
を速やかに入手できるようにするため、各種
統計情報のホームページへの掲載や、各種統
計冊子の発行、市政刊行物等の写しの交付等
を行うほか、統計に関する個別の照会にも対
応する。

茨木市統計書の発行

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

6



総務部
危機管理課

単位 H28年度 H29年度 H30年度

防災行政無線等運用事業 回 1 1 1

その他
実績等

一時避難地防災機能強化事業 か所 5 7 10

その他
実績等

自主防災組織運営育成事業 組織 30 30 30

回 3 6 0

件 34 48 46

件 7 7 1

その他
実績等

災害用備蓄品増強更新業務 施設 11 11 11

施設 1 0 0

施設 11 11 11

施設 11 11 11

施設 11 11 11

その他
実績等

防災情報システム等保守業務 式 1 1 1

式 1 1 1

式 1 1 1

式 0 1 1

その他
実績等

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

1

防災行政無線の保守点検

災害時の迅速かつ確実な情報伝達及び伝達手
段の多重化を目的として、平成24年度から屋
外拡声器付き子局の整備を含めた防災行政無
線の再構築及び全国瞬時警報システム（J-
ALERT）自動起動装置の導入を行い、防災訓
練での放送等を通じた保守、運用を行ってい
る。

2

防災施設を設置している一時避難地

茨木市地域防災計画において一時避難地とし
て選定している都市公園の防災機能を高める
ため、市内14か所の都市公園に、かまどベン
チ、マンホールトイレ等の防災施設を整備す
る。（水尾、沢良宜、島ふれあい、若園、中
央（南）、桑田、上穂積、三島、耳原、郡
山、松沢池、あさぎ里山の各公園※彩都西公
園・岩倉公園は整備済み）また、保管庫を整
備し、マンホールトイレ用パーテーション等
の用具を保管する。

3

自主防災組織の結成数

地域防災力の強化を図るため自主防災組織の
活動を支援し育成を図る。

自主防災リーダー育成事業の実施

自主防災組織補助制度の実績

防災士部会

4

医薬品及び医療資材の点検更新

備蓄体制を拡充するため、岩倉公園を新たな
拠点にするとともに、全避難所に収納保管庫
を設置する。（※避難所75か所の内、36か所
には既に設置済みのため新たに39か所に設置
する。）また、既設の各備蓄拠点の非常食、
毛布、医薬資機材等の更新及び耐震化措置等
を行う。

帰宅困難者対策備蓄倉庫の新規整備

アルファー化米（定期更新）

粉ミルク（定期更新）

備蓄用ガソリン（定期更新）

5

防災情報システム

気象情報等を収集するため、防災気象情報等
提供業務を委託するとともに、情報伝達を迅
速に行うため、防災情報WEBページ、防災情
報システム、いばなびマップ、防災行政無線
の保守を委託している。（政策的経常事業）

ホームページ用地図情報提供システム

防災気象情報等提供システム

防災気象情報等提供WEBサイト

7



総務部
危機管理課

単位 H28年度 H29年度 H30年度

防災訓練実施事業 回 6 8 0

人 - - -

人 53,944 9,175 -

その他
実績等

防災啓発実施事業 回 33 28 12

回 2 1 0

回 0 0 0

回 1 1 1

その他
実績等

女性防災リーダー育成事業 回 2 2 0

人 65 103 0

回 5 5 0

人 34 77 77

その他
実績等

防災啓発冊子作成事業 冊 10,000 10,000 8,000

冊 15,000 0 20,000

冊 70,000 0 15,000

その他
実績等

防犯カメラ設置補助事業 台 18 13 14

その他
実績等

防犯カメラ保守管理事業 台 34 34 34

その他
実績等

6

茨木市災害対策訓練・職員防災研修

住民及び職員の防災意識の向上と災害対応能
力を高めるため、地域での防災訓練及び職員
を対象にした訓練を実施する。

総合防災訓練参加者数

全域防災訓練参加者数

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

7

出前講座実施回数

家庭・地域での減災対策を促進するため、出
前講座などあらゆる機会を活用し、住民の防
災意識の向上を図るとともに、様々な世代へ
の防災啓発を行う。

水害研修

土砂災害研修

防災イベント（安全安心フェスタ等）

8

女性防災リーダー育成研修会実施回数

防災対策や避難所運営には女性の視点が重要
であるため、自主防災組織等において方針決
定過程に参画する女性リーダーを育成する。

女性防災リーダー育成研修会参加人数（延人数）

自主防災組織連絡会女性部会

自主防災組織連絡会女性部会員人数

子育て世代を対象とした研修会：参加者数33人

9

地震防災マップの印刷

災害教訓を活かすため、一般的な防災知識だ
けでなく、避難時や避難所での対応など災害
時の要配慮者への対応なども掲載し、多様な
視点に立った防災啓発冊子を作成配布すると
ともに、洪水・内水ハザードマップ及び地震
防災マップを増刷し転入時又出前講座、防災
訓練等で配布する。

洪水・内水ハザードマップの印刷

防災ハンドブックの印刷

10

防犯カメラ設置補助

防犯カメラ設置事業補助要綱に基づき、街頭
犯罪を抑止するため、地域の危険か所に防犯
カメラを設置する自治会に対し補助を行う。

11

街頭犯罪防止用防犯カメラの保守管理

街頭犯罪抑止のため、市内の犯罪発生危険か
所等に市管理の防犯カメラ34台を設置し、警
察の捜査にも協力している。平成23年度に府
の街頭犯罪多発地域防犯カメラ総合対策事業
補助金を活用し整備した。

8



総務部
危機管理課

単位 H28年度 H29年度 H30年度

防犯パトロール強化支援事業 式 5 5 0

枚 0 0 0

その他
実績等

防犯協会負担金事業 件 1,377 - -

台 6 6 6

台分 10 15 15

件 - 506 -

その他
実績等

国民保護計画関連事業 回 0 0 1

機 0 0 0

その他
実績等

ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキン
グ・サービス）活用促進事業

その他
実績等

防災コミュニティ醸成促進事業 回 - 3 1

その他
実績等

12

防犯パトロール用品

地域での安全パトロールを実施している地域
団体を支援するため、青色回転灯、ステッ
カー、広報装置を貸与するとともに、青色防
犯パトロール車の塗装を警察車両と同じ色合
いに変更する

啓発ステッカー

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

13

街頭犯罪認知件数

防犯協会の活動を支援するため負担金を支出
する。

青色防犯パトロール車貸与台数

青色防犯パトロール物品の貸与

大阪重点犯罪認知件数

14

茨木市国民保護協議会の開催

住民保護を迅速的確に行うため、武力攻撃、
爆発テロなどの事態を想定して、国民保護計
画を修正するとともに、住民避難などの具体
的な手続きを定めるマニュアルを策定する。

全国瞬時警報システム自動起動装置の整備

15
市の情報収集・伝達の方法として、フェイス
ブック、ツイッターなどのＳＮＳを災害時に
有効に活用するため、緊急時における関係課
の運用マニュアルを作成するとともに、関係
課と連携して、職員に災害時における活用の
効果等を周知する。

16

自主防災組織の未結成地域での研修会・訓練

発災直後の救急･救助活動や、避難所におけ
る組織的な運営などにおいては、地域防災の
主役として住民による助け合いの活動が重要
であり、住民の力を積極的に活かした、市域
全体での防災体制を構築する必要がある。そ
のため、自主防災組織の未結成地域には結成
への働きかけを行うとともに、組織化してい
るところは活動の活性化を図る。また、自主
防災組織への女性の参画を促進する。さらに
は、関係団体と連携し、関係団体等の活動を
通じて、防災意識の高揚が図れるよう、協働
した取り組みを行なう。

大雨対応等の際、円滑な情報提供ができるよう、随時、関係
課との連携を図り、災害時の動きについて情報共有を行って
いる。

9



総務部
危機管理課

単位 H28年度 H29年度 H30年度

指定避難所運営体制強化事業 か所 - 3 0

その他
実績等

災害種別避難誘導標識再整備事業 か所 0 25 25

その他
実績等

通学路見守り用カメラ設置運用事業 台 320 0 0

件 171 499 512

その他
実績等

避難所標識等に関する事務事業 か所 0 0 0

か所 0 0 -

か所 0 0 3

その他
実績等

耐震性貯水槽・緊急遮断弁維持管理事業 か所 1 2 0

か所 1 1 0

か所 1 0 0

その他
実績等

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

17

避難所ごとのマニュアル作成

大規模災害時の避難所において発生する、避
難者の健康管理、生活環境やプライバシーの
確保、男女のニーズの違いや災害時要配慮者
のための対策など様々な課題に円滑に対応す
るため、各避難所の開設や避難者の受入手
順、物資保管や更衣室など各スペースの配
置、備蓄品等を詳細に定めたマニュアルを、
自主防災組織等の地域との協働により作成す
る。

18

災害種別避難誘導標識再整備

日本工業規格において、「災害種別一般図記
号」及び「災害種別避難誘導標識システム」
が制定・改正されたことにより再整備を実施
する。
改正された案内用図記号を標識に表示するこ
とにより、地域住民のみならず、外国人にも
安全な場所へ素早く避難誘導することが可能
となる。また、全国統一的に運用される災害
種別記号を表示することにより、その避難所
がどの災害に対応しているか一目で判断出来
る。

19

通学路見守り用カメラ設置数

通学路の安全対策として全小学校区に防犯カ
メラを設置する。

捜査関係事項照会件数

20

誘導標識の新設・撤去・移設等

災害時の円滑な避難活動の実施及び平常時か
ら住民への周知を図ることを目的とし、道路
改良に伴う避難所誘導標識の移設及び避難所
の新規指定及び廃止に伴う避難所標識の移
設・撤去等を行う。

新規指定及び廃止等に伴う案内標識の安全点検

誘導標識の取替え、修繕等

21

耐震性貯水槽の清掃点検と緊急遮断弁の点検

災害時における飲料水の確保することを目的
とし、現在設置している耐震性貯水槽の清掃
点検を10年に１回実施する。また、緊急遮断
弁の点検を３年に１回実施する。

緊急遮断弁の点検のみ

緊急遮断弁の分解整備と点検

10



総務部
危機管理課

単位 H28年度 H29年度 H30年度

罹災者支援事業 件 0 43 -

件 4 18 -

件 4 6 181

件 0 0 5

件 0 0 1

その他
実績等

災害時の応援協定 件 11 2 2

その他
実績等

危機管理体制整備事業 回 12 9 10

回 - - 1

その他
実績等

東日本大震災等支援事業 t 0 0 0

延べ人数 0 0 0

延べ人数 2 0 0

延べ人数 22 24 10

その他
実績等

地域防災計画等修正事業 回 0 0 0

その他
実績等

全国瞬時警報システム（Jアラート）新
型受信機の導入事業

式 0 0 1

式 0 0 1

その他
実績等

22

罹災証明の発行

罹災市民並びにその世帯の福祉及び生活の再
建に資することを目的とし、罹災した市民ま
たはその世帯に対し、罹災証明の発行を行う
とともに、弔慰金・見舞金の支給、援護資金
の貸し付けを行う。また、火災により罹災し
た市民には、一時的な避難場所や日用品の提
供など、初期支援を行う。

罹災届出証明の発行

災害見舞金の支給

災害弔慰金の支給（条例）

災害弔慰金の支給（法律）

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

23

応援協定締結件数

災害時における応急対策業務を円滑に実施
し、被害の軽減を図ることを目的とし、自治
体、事業所等との災害時における応援協定の
締結を進める。

24

気象警報発表に伴う配備体制

地震や風水害など危機事象に対処し、市民等
の安全・安心を推進することを目的として、
地域防災計画に従って緊急初動チームや避難
所要員、防災情報伝達員などを編成し、市の
危機管理体制を確立する。

地震発生に伴う配備体制

25

被災地への物的支援

東日本大震災による被災者の生活安定、早期
復興を支援することを目的として、避難者に
対し、支援や被災者支援団体等からの情報を
提供する。

被災地への人的支援

避難者に対する直接的支援（市営住宅入居）

避難者に対する間接的支援（情報提供）

26

地域防災計画の修正

大災害時に他の自治体や関係機関など多方面
からの支援を最大限活かすことを目的とし
て、支援を要する業務や受け入れ体制を事前
に定めた受援計画の策定を検討するととも
に、地域防災計画、業務継続計画を継続して
見直す

27

新型受信機の導入

気象に関する特別警報等の情報伝達時間の短
縮や伝達情報の充実を図るため、全国瞬時警
報システム(Jアラート)新型受信機を導入す
る。

自動起動機の更新

11



総務部
秘書課

単位 H28年度 H29年度 H30年度

激励金交付事業 人 52 70 52

団体 9 9 13

その他
実績等

年賀交歓会 人 156 157 152

その他
実績等

市長・副市長秘書事務 件 2,000 2,000 2,000

件 850 850 1,150

件 145 150 100

その他
実績等

特別職の職員の弔慰に関する事務 件 4 6 7

件 5 6 1

件 0 1 2

その他
実績等

市制施行70周年記念表彰事務 件 - - 1,059

その他
実績等

2

案内数

市関係者が一堂に会し新年を祝うとともに、
商工会議所との親交を深めるために共催によ
り開催し、会場設営・関係者への案内送付な
どを行う。

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

1

訪問選手(個人)数

本市の文化・スポーツ等の振興に寄与するこ
とを目的に、文化・スポーツ等に関する全国
または世界規模の大会に予選会または選考会
を経て、代表として出場する者に激励金を交
付する。

訪問団体数

4

葬儀件数

本市の公益に関し顕著な功労のあった現職及
び元特別職の職員（要綱で定める）の死亡に
際し、関係者に葬儀・告別式の日時・場所等
必要な事項の通知を行うとともに、弔辞を贈
り、供花、香典等を供える。

通知文発送数

弔辞作成

3

会議・行事等回数(概算)

円滑な市政の運営を図るため、市長・副市長
のスケジュール管理、事務のサポート、外出
時の随行、来客の接遇・対応を行う。

あいさつ等作成件数(概算)

祝電・弔電発信(概算)

5

表彰状・感謝状の贈呈

市制施行70周年記念式典において、市の発展
に貢献いただいた方々への表彰を行う。

12



総務部
人事課

単位 H28年度 H29年度 H30年度

専門的能力開発事業 ％ 67 79 55

その他
実績等

職場における能力開発事業 回 302 308 316

その他
実績等

人材マネジメント事業 時間 11 12 12

日 10 10 11

その他
実績等

戦略的職員採用事務 人 740 1,292 1,275

その他
実績等

女性職員の活躍推進事業 ％ 48 58 55

％ 40 41 41

％ 12 16 15

その他
実績等

1

選択参加型研修における受講後職務活用度

時代の要請に応えられる人材の育成に向け
て、階層別研修や能力開発研修、専門機関へ
の派遣研修等を適切に実施し、職員に必要と
される知識の習得や能力向上等を図る。

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

3

時間外勤務の月間平均時間数

職員が、常に意欲を持って自律的に職務に取
り組んでいくことができるように、職務や職
責、人事評価結果に応じた適切な人事給与制
度の構築や、女性職員の活躍に向けた管理職
を含む全ての職員が働きやすい職場環境の構
築、職員のチャレンジする意欲に応える任用
制度など、職員のモチベーションを向上させ
るための制度を構築し、職員の資質の向上を
図る。

年次有給休暇の年間平均取得日数

2

職場主催研修実施回数

職員の能力開発においては、職場での業務の
実践において習得する知識や経験が最も重要
であることから、体系的に職場で人材育成を
推進できるよう支援する。

人事給与制度全般に関する見直し（主に働き方改革、人事評
価制度の見直し、管理職制度の見直し、複線型人事制度の創
設）に向けて、在職10年前後の職員によるプロジェクトチー
ムを設置し、検討を進めた。

5

女性職員の採用割合

茨木市における女性職員の活躍の推進に関す
る特定事業主行動計画に基づき、女性管理職
の増加に向けた取組みや、全ての職員が働き
やすい職場環境の構築に取組み、組織全体で
継続的に女性職員の活躍を推進する。

職員の女性割合

管理職の女性割合

4

新規採用試験の実施(応募者数)

高い資質と意欲を有する人材の確保に向け
て、民間企業等経験者の採用試験導入や、優
秀な受験者増加に向けた大学への働きかけな
ど、戦略的な職員採用制度について研究す
る。

13



総務部
人事課

単位 H28年度 H29年度 H30年度

福利厚生事業 人 381 348 109

人 68 100 81

その他
実績等

安全衛生管理事業 ％ 90 90 89

％ 92 86 90

その他
実績等

社会保険事業 人 1,321 1,367 1,392

人 888 1,107 1,115

その他
実績等

7

定期健康診断受診率

快適な職場環境を形成を促進することによ
り、労働災害の防止と職場における職員の安
全確保に努める。また、各種健康診断や相談
業務を実施することで、職員の疾病の予防及
び早期発見・早期対応に努める。

ストレスチェック受検率

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

6

職員駐車場利用者数

安全性、作業性に配慮し、各業務に適した被
服を貸与することで、業務能率の向上を図
り、市民サービスの向上に資する。また、職
員の福利厚生に資するため、職員駐車場及び
更衣ロッカーの管理を行う。

定期貸与対象者数（H28年度から技術服のみ）

8

大阪府市町村職員共済組合員数（4/1時点）

職員の社会保障制度の一環として、大阪府市
町村職員共済組合に関する事務を行う。共済
組合員及び被扶養者の資格取得・変更・喪
失、給付金の申請、人間ドック申請等。ま
た、非正規職員に対し、協会けんぽの加入
等、社会保険に関する手続きを行う。

協会けんぽ加入者数（4/1時点）

職員採用時の健康保険等の資格取得及び退職時の資格喪失、
療養費請求等の各種手続きを行った。
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総務部
法務コンプライアンス課

単位 H28年度 H29年度 H30年度

個人情報保護事業 件 43 37 34

件 5 6 48

件 25 32 223

件 57 45 47

その他
実績等

情報公開事務事業 件 46 63 80

％ 95 88 85

件 0 0 1

その他
実績等

行政手続基準管理事業 票 501 557 556

票 1,358 1,382 1,418

その他
実績等

例規審査等事務事業 件 40 34 37

件 71 76 63

その他
実績等

訴訟・不服申立て・法律相談事務事業 件 8 6 11

件 17 6 17

その他
実績等

1

個人情報取扱事務の開始

個人の権利利益を保護するとともに、市民に
信頼される市政を実現するため、継続して適
正な個人情報保護事務事業の実施に取り組
む。

個人情報取扱事務の廃止

個人情報取扱事務の変更

自己情報開示請求件数

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

市が保有する個人情報を適正に管理することにより、個人の
権利利益の保護を図った。

3

条例等適用処分に関する個票の作成数

法令、条例等による行政処分の基準を明らか
にするために、処分ごとに審査基準及び処分
基準の個票等の整備を行う。

法令等適用処分に関する個票の作成数

2

情報公開請求件数

行政の透明性を向上させ、市政運営について
市民への説明責任を果たすとともに、市民の
理解と参加の下に公正で開かれた市政の推進
のため、継続して適正な情報公開事務事業の
実施に取り組む。

情報公開率

不服申立ての認容件数

情報公開制度を適正に運用することで、市政に対する市民の
理解と信頼の確保を図った。

5

訴訟等の係属事案件数

訴訟及び不服申立て事務の適正な執行、各課
の適正な事務執行を行うため、法令及び判例
の調査研究及び情報提供、訴訟及び不服申立
ての総括、各課からの事務執行についての法
律相談を行う。

弁護士相談件数

4

条例の制定・改廃数（暦年）

条例等の適正な制定・改廃事務、職員の法務
能力の向上を図るため、条例等の制定・改廃
に伴う事前調整、審査、例規検索システム等
の運用を行う。

規則等の制定・改廃数（暦年）

15



総務部
市民税課

単位 H28年度 H29年度 H30年度

市民税賦課事業 件 8,100 8,187 8,224

％ 54 59 64

件 348,808 349,869 360,593

人 132,439 135,867 137,851

百万円 17,740 17,752 18,086

その他
実績等

諸税賦課事業 台 62,986 62,838 62,346

件 34,110 34,761 33,085

千円 1,943,077 1,845,775 1,849,124

その他
実績等

各種証明書（課税証明等）発行事務事業 件 70,620 69,471 66,555

件 1,510 1,248 1,311

その他
実績等

固定資産評価審査委員会事業 件 1 0 1

人 6 8 5

その他
実績等

2

軽自動車税の課税台数

軽自動車税、市たばこ税等の諸税について、
課税客体の的確な把握に努め、適正な課税や
申告受付を行い、財源の確保を図る。

軽自動車税関係登録廃車等申請件数

諸税関係調定額

課税額

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

1

法人市民税申告書発送件数

歳入の根幹である市税収入を確保するため、
個人市民税及び法人市民税について、課税客
体の的確な把握、申告内容の審査、関係各所
への照会等を行い、適正な課税を行う。

法人市民税電子申告利用割合（利便性の向上）

個人市民税課税資料受理件数

個人市民税納税義務者数

4

審査件数

固定資産課税台帳に登録された価格に関する
審査の申出に対し、中立・公正な立場から審
査及び決定を行う。

研修参加人数

3

証明発行件数

課税証明書、納税証明書、固定資産に関する
評価証明書及び公課証明書等の税に関する証
明書を発行し、手数料を徴収する。これらの
税証明書の円滑な発行により住民サービスの
向上を図る。

住宅用家屋証明申請件数

16



総務部
資産税課

単位 H28年度 H29年度 H30年度

資産税等賦課事務事業 件 1,766 1,888 2,256

件 21 6 31

件 88,798 89,713 90,518

件 10 10 9

その他
実績等

資産税等評価事務事業 件 50,439 50,855 51,231

筆 169,149 169,729 169,607

件 75,390 76,261 76,927

棟 66,541 66,891 67,054

件 3,734 3,878 4,075

その他
実績等

罹災証明書等発行事業 件 - - 19,242

件 - - 2,576

その他
実績等

2

土地の納税義務者数

法令に基づいた公正かつ公平な課税を行うた
め、固定資産（土地、家屋、償却資産）に対
して、地方税法に基づいて評価を行い、価格
等を決定する。

土地の筆数

家屋の納税義務者数

家屋の総数

償却資産の申告書受付件数

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

1

窓口での課税台帳等閲覧件数

安定した財源の確保のため、毎年１月１日現
在茨木市内に土地、家屋、償却資産を所有す
る者に対して、固定資産税及び都市計画税を
課税し、納税通知書の送付を行う。また、土
地台帳及び家屋台帳等を整備し閲覧に供して
いる。

土地・家屋価格等縦覧帳簿の縦覧件数

固定資産税・都市計画税納税義務者数

国有資産等所在市町村交付金件数

3

罹災証明書発行件数

平成30年度中の地震や台風等の災害による被
害を受けられた市民等への罹災証明書等の交
付及び罹災した住家の被害認定調査を行う。

罹災届出証明書発行件数
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総務部
収納課

単位 H28年度 H29年度 H30年度

市税等徴収事務事業 件 1,095 1,538 1,601

件 0 0 0

件 49,860 48,408 46,022

件 747 774 651

件 729 641 774

その他
実績等

債権管理事務事業 回 1 1 1

回 13 59 60

その他
実績等

消込・還付等整理事務事業 件 7,396 7,946 8,234

その他
実績等

1

差押・参加差押

市税及び一般廃棄物処理手数料の徴収事務で
あり、現年課税分の納期内納付の推進、納税
環境の整備及び滞納繰越分の縮減を図り、収
納率の向上、税収等の確保を図る。

不動産公売

督促状の発付

新・増築の家屋調査時に口座振替加入案内

口座振替加入申込書の窓口受付

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

滞納管理システムの本格稼動、新税務システム移行ならびに
地方税共通納税システム稼動の準備・協議

3

市税等還付通知書発送

納付された市税等の迅速な消込、また、過誤
納となった市税等の還付及び充当を適切に行
う。

2

研修会実施

債権を持つ各課に対し、指導･助言により債
権の回収を進めるとともに徴収業務の改革･
改善及び対策の推進を行う。

ヒアリング実施・滞納整理方針検討会議

新税務システム移行の準備・協議、新たな収納方法の検討
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